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１．序論

大阪経済の地盤沈下が注目されて久しい。『大阪府民経済

計算』によると、名目国内総生産に占める名目府内総生産の

シェアは１９７０年度には１０.０％であったが、２００２年度には

７.７％にまで低下している。

地盤沈下が進む中で大阪経済の生産性はどのように推移し

てきたのだろうか。この問題を解決するために、われわれは

大阪府内産業の生産性に注目する。生産性といえば、労働１

単位あたりの生産物、つまり労働生産性が一般に知られてい

るが、労働生産性だけで生産性の議論をするのは問題がある。

たとえば、労働と機械設備を投入して生産活動を行う企業を

考える。機械設備の価格に比べて賃金率が上昇した場合、企

業は生産費用を抑えるために労働から機械設備に投入を変化

させることは十分に考えられる。そうすると、機械設備に比

べて労働の投入が相対的に低下し、労働生産性は上昇する。

しかし、この労働生産性の上昇は、投入の変化（代替）によ

って起こることであり、生産効率が上昇したからではない。

このように、労働生産性のような１つの生産要素だけを考慮

した生産性の推移をみて、大阪府内産業の生産性の推移を議

論することは問題がある。

本研究ではすべての生産要素を考慮に入れた生産性指標で

ある全要素生産性（Total Factor Productivity；ＴＦＰ、以

下、ＴＦＰと略す。）を用いて、大阪府内産業の生産性がどの

ように推移してきたのかを明らかにする。そして、大阪府内

産業の生産構造について、資本ストック、労働、そして技術

からなるコブ・ダグラス型生産関数を想定し、大阪府内産業

の成長を資本ストックの要因、労働の要因、ＴＦＰの要因に

分解し、どの要因が成長に寄与したのかを明らかにする。

これまで、大阪経済を対象に経済分析を行ったものは、主

に大阪経済の将来見通しである。たとえば、大阪府のマクロ

計量モデルによって予測を行った井田（２００２）や産業別生産

関数によって予測を行った井田（１９９８）である。

それに対して、大阪経済の成長に注目した研究は町田

（１９９１）である。町田（１９９１）は供給サイドから大阪におけ

る製造業の地位の低下について論じている。

本研究は、町田（１９９１）の研究を引き継ぎ、大阪府内産業

について生産性の推移を計測し、成長の要因を数量的に把握

するものである。

本研究の構成は次のとおりである。２節では大阪府内産業

の構成がどのように推移してきたのかを明らかにする。３節

では、ある特定の生産要素に注目した生産性の指標である

偏要素生産性について述べ、その問題点について指摘する。

４節では、偏要素生産性の問題を解決するものとして、すべ

ての生産要素を考慮に入れたＴＦＰについて説明する。そし

て、大阪府内産業のデータを用いてコブ・ダグラス型生産関

数を推定し、大阪府内６産業のＴＦＰの変化率を計測する。

１９７０年代から２０００年代にかけて、ＴＦＰがどのように変化

してきたのかを明らかにする。５節では、各産業の成長の要

因を資本ストックの要因、労働の要因、そしてＴＦＰの要因

に分解し、どの要因が成長に寄与したのかを明らかにする。

最後に６節では、本研究で得られた結論についてまとめる。

２．大阪府内産業の概要

最初に、大阪府内産業の概要について述べる。表１では大

阪府内主要８産業の生産額の構成を経年的に記している。大

阪府内の産業はほとんど農林水産業と鉱業以外から構成され

ていることがわかるので、農林水産業と鉱業を分析対象から

除く。まず、製造業は１９７０年度には産業構成のなかで最も

高い割合を占めていたが、１９８０年代の後半から３割を下回

り、２０００年代に入ると２割を下回り、約３０年で半分にまで

縮小している。建設業も製造業と同じように約３０年で半分

にまで規模が縮小している。それに対して、金融・保険・不

動産業とサービス業は規模が拡大している。金融・保険・

不動産業は約３０年で１.７倍の規模に拡大し、サービス業は約
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２.７倍に拡大している。卸・小売業と運輸・通信・電気・ガ

ス・水道業の規模はやや横ばいであるが、卸・小売業の規模

はやや低下傾向にある。かつて大阪は「東洋のマンチェスタ

ー」や「煙の都」と呼ばれ、製造業の占める割合が高かった

が、１９７０年以降の３０年でサービス産業化が進んだことがわ

かる。

表１　大阪府内主要産業の規模構成の推移

（注）各産業の生産額（付加価値額）の構成である。生産額の計測方法は４.２節参照。

３．偏要素生産性

大阪府内産業について生産性の計測を行う。資本ストック

（K）と労働（L）の２種類の生産要素を投入して生産物（Y）
が生産される生産構造を考える。一般的に、生産性といえば、

労働１単位あたりの生産物（Y/L）、つまり労働生産性であ
る。ある地域で生産性が高い産業はどれかを調べる場合、労

働生産性を計測し、それが最も高い産業を生産性の高い産業

と判断することはよくあることである。もちろん、もう１つ

の生産要素である資本ストック１単位あたりの生産物

（Y/K）、つまり資本生産性も定義できる。これらの生産性
の指標は、２種類ある生産要素のうち、一方のみに注目した

生産性の指標であるため、偏要素生産性と呼ばれる。

大阪府内産業について労働生産性と資本生産性の推移は表

２－１、両者の平均変化率は表２－２のとおりである。建設

業を除くすべての産業で労働生産性は上昇している。製造業、

卸・小売業、そして運輸・通信・電気・ガス・水道業で約２

倍、金融・保険・不動産業とサービス業は約３倍である。約

３０年で経済規模が拡大した金融・保険・不動産業とサービ

ス業で労働生産性がとくに上昇している。労働生産性の平均

変化率をみれば、建設業を除くすべての産業で１９７０年代に

もっとも高く、１９８０年代後半から１９９０年代前半にかけて再

び高く伸びている。しかし、１９９０年代後半から２０００年代に

かけて労働生産性の成長は鈍化している。労働生産性を産業

の生産効率と解釈するならば、最近になって生産効率の上昇

幅は鈍化しているが、過去３０年間、建設業以外の産業で生

産効率は上昇し続けていることになる。

しかしながら、つぎに資本生産性の推移をみてみると、す

べての産業において資本生産性は低下している。大規模な設

備投資が必要な運輸・通信・電気・ガス・水道業を除けば、

資本生産性の変化率は１～３％台でほぼ一律に低下してい

る。資本生産性だけをみれば、資本ストック１単位が産み出

す生産能力は年々低下していることになる。

このように、偏要素生産性のみを用いて産業の生産性を議

論することは不十分である。なぜなら、生産要素間の代替と

いうことを考慮に入れていないからである。資本ストックの

価格に比べて賃金率が上昇した場合、企業は生産費用を抑え

るために労働から資本ストックに生産要素を代替させるだろ

う。そうすると、生産物が同じであった場合、労働が資本ス

トックに比べて相対的に低下し、労働生産性は上昇し、資本

生産性は低下する。実際、中島（２００１）は、わが国では労働

は資本ストックに比べて一貫して相対的に高価な生産要素で

あり、労働を資本ストックに置き換える力は常に働き、それ

が労働生産性を上昇させたと指摘している1）。生産要素間の

代替を無視した生産性の指標である偏要素生産性だけで生産

性を議論するには問題がある。
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４．全要素生産性（ＴＦＰ）

４.１　ＴＦＰの定義

すべての生産要素を考慮に入れた生産性の指標は、全要素

生産性（ＴＦＰ）と呼ばれるものである。前述した偏要素生

産性は生産物を特定の生産要素で除して求めるものであった

が、ＴＦＰは生産物（Y）をすべての生産要素の集計した指
標（X）で除したものと定義される2）。

（1）

ここで、問題になるのは複数ある生産要素を１つの指標

（X）にどのように集計するかである。まず、資本ストック
（K）と労働（L）の２種類の生産要素を考え、それらに対応
する価格を、r、w、また、すべての生産要素の価格指数をP、
数量指数をX、すべての生産要素費用をCとすると、以下
の式が成り立つ。

（2）

（2）の両辺を全微分し、C で除して変形すると、

（3）

さらに変形すれば、

（4）

が得られる。ただし、SK＝rK/C、SL＝wL/C である。
（4）の第１項をすべての生産要素価格指数の対数微分、第２
項をすべての生産要素数量指数の対数微分に対応させると、

（5）

と定義できる。（5）を基準時点T0から比較時点T1まで積分
すれば、

（6）

となる。

（6）を離散型に近似するため、Theil＝Tornqvist型の近

表２－１　労働生産性と資本生産性の推移

（注）ＬＰは労働生産性、ＣＰは資本生産性である。生産物、資本ストック、労働の計測方法は４.２節参照。

表２－２　労働生産性と資本生産性の平均変化率

（注）ＬＰは労働生産性、ＣＰは資本生産性である。

Y
TFP＝――　

X

C＝rK＋wL＝PX

dC rK dr wL dw rK dK wL dL
――＝――――＋――――＋――――＋――――　
C C r C w C K C L

d ln C＝（SK d ln r＋SL d lnw）
＋（SK d ln K＋SL d ln L）

d ln X＝SK d ln K＋SL d ln L

XT1 KT1 LT1
――＝exp ∫ SK d ln K＋∫ SL d ln L
XT0 KT0 LT0
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似方法を用いると、

（7）

となる。（7）を用いれば、複数ある（この場合では２種類）
生産要素の変化率を１つの生産要素数量指数の変化率に集計

することができる。

では、ＴＦＰの変化率を求める。（1）より、

（8）

であることは明らかであるので、（8）に（7）を代入すると、

（9）

となる。以上のように、（1）で定義したＴＦＰは（9）のよう
な基準時点から比較時点への変化率の形で表される。ＴＦＰ

の変化率は生産物の変化率から生産要素の変化率を除いた残

差と捉えることができる。

４.２　ＴＦＰの計測

大阪府内産業についてＴＦＰの変化率を計測する。大阪府

内産業の生産構造について、生産要素について１次同次、生

産者の利潤最大化行動、そして完全競争市場を仮定し、以下

のようなヒックス中立的技術進歩を仮定した生産関数を想定

する3）。

（10）

ただし、A は技術水準である。（10）を全微分し、Y で除し
て変形すると、

（11）

となる。利潤最大化１階条件より、

（12）

である。ただし、PY は生産物価格、SK＝rK/PYY、
SL＝wL/PYY である4）。（12）をさらに変形すれば、

（13）

が得られる。（13）を基準時点T0から比較時点T1まで積分
し、Theil＝Tornqvist型の近似方法を用いると、

（14）

となる。（9）と（14）を比較すれば、（14）の第１項がＴＦＰ
の変化率となる。

（14）の第１項は技術水準の基準時点と比較時点の変化率
であるので、技術進歩を表す項である。つまり、生産関数に

ついて、生産要素について１次同次、生産者の利潤最大化行

動、そして完全競争市場の３つの仮定を設ければ、ＴＦＰの

変化率は技術進歩と一致する。

さらに、われわれは生産要素について１次同次を仮定して

いることから、

（15）

である。（15）を（14）に代入しSK を消去しln（AT 1/AT 0）
について解くと、

（16）

となって、ＴＦＰの変化率（技術進歩）は生産物と生産要素

の変化率、そして労働分配率がわかれば計測できる。

以上の議論では、（10）で表した生産関数について具体的
な関数形を仮定せず、生産要素について１次同次、利潤最大

化行動、そして完全競争市場の３つの仮定を設けているだけ

であった。ここで、具体的な関数形として、生産要素につい

て１次同次であるコブ・ダグラス型生産関数を仮定し、コ

ブ・ダグラス型生産関数を推定することによってＴＦＰの変

化率を計測する。つまり（10）は、

（17）

で表される。ただし、 は労働分配率である。両辺に対数を

とると、

（18）

となり、ＴＦＰの変化率の形に変形すると、

（19）

となる。実際のデータから（18）を推定することによって標
本期間中の労働分配率が推定され、（19）を利用すれば、
ＴＦＰの変化率を計測することができる。

標本期間は１９７０年度から２００２年度の３３ヵ年である。計測

対象の産業は『大阪府民経済計算』に記載された「経済活動

XT1 1 KT1ln――＝―（SKT1＋SKT0）ln――　XT0 2 KT0
1 LT1＋―（SLT1＋SLT0）ln――　2 LT0

TFPT1 YT1 XT1ln――――＝ln――－ln――　
TFPT0 YT0 XT0

TFPT1 YT1 1 KT1ln――――＝ln――－―（SKT1＋SKT0）ln――　TFPT0 YT0 2 KT0
1 LT1－―（SLT1＋SLT0）ln――　2 LT0

Y＝A f（K, L）

dY dA K ∂Y dK L ∂Y dL
――＝――＋――――――＋――――――　
Y A Y ∂K K Y ∂L L

dY dA rK dK wL dL
――＝――＋―――――＋―――――　
Y A PYY K PYY L

dA dK dL
＝――＋SK ――＋SL――　A K L

d ln Y＝d ln A＋（SK d ln K＋SL d ln L）

YT1 AT1 1 KT1ln――＝ln――＋―（SKT1＋SKT0）ln――　YT0 AT0 2 KT0
1 LT1＋―（SLT1＋SLT0）ln――　2 LT0

SK＋SL＝1

AT1 YT1ln――＝ln――　
AT0 YT0

1 KT1－―｛（1－SLT1）＋（1－SLT0）｝ln――　2 KT0
1 LT1－―（SLT1＋SLT0）ln――　2 LT0

Y＝AK1－ L

ln Y＝lnA＋（1－ ）lnK＋ ln L

ln Y－ln L＝lnA＋（1－ ）（lnK－ln L）

AT1 YT1 KT1 LT1ln――＝ln――－（1－ ）ln――－ ln――　
AT0 YT0 KT0 LT0
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別府内総生産」のうち「製造業」、「建設業」、「卸・小売業」、

「金融・保険・不動産業」「運輸・通信・電気・ガス・水道

業」、「サービス業」の６部門である。前述したように、「農

林水産業」と「鉱業」のシェアは非常に低いので分析対象か

ら除く。「金融・保険業」と「不動産業」については設備投

資系列が別々に記載されていないため、両者を合わせて１部

門とする。「運輸・通信業」と「電気・ガス・水道業」につ

いても同様である。

計測に必要な経済変数の作成方法について説明する5）。ま

ず、産業部門の生産物（付加価値）（Y）は『大阪府民経済
計算』に記載された「経済活動別府内総生産」を用いる。

実質化については、「名目府内総支出」を「実質府内総支出

（１９９５暦年基準）」で除して府内総支出デフレータを求め、

それにより実質化する。

資本ストック（K）は実質民間資本ストックに稼働率を乗
じて求める。実質民間資本ストックは１９７０年度をベンチマ

ークとする以下のベンチマーク・イヤー法によって推計する。

（20）

ただし、I tは実質投資額、δtは除却率である。

製造業の１９７０年度ベンチマークは、『民間企業資本ストッ

ク年報』に記載された全国ベースの「製造業実質資本ストッ

ク（取り付けベース、１９９５暦年基準）」を『工業統計表』に

記載された「都道府県別固定資産年末現在高」で按分して大

阪府分を求める。

非製造業の１９７０年度ベンチマークは、全産業の資本スト

ックの大阪府分から前述した製造業の資本ストックの大阪府

分を除いて計算する。全産業の資本ストックの大阪府分は、

『民間企業資本ストック年報』に記載された全国ベースの

「全産業実質資本ストック（取り付けベース、１９９５暦年基準）」

を田中（２００４）で推計した都道府県別民間資本ストックの大

阪府シェアで按分して求める。そして、非製造業の内訳は、

非製造業合計の資本ストックを、経済活動別実質府内総生産

のシェアで按分して求める。

１９７０年度以降は、産業ごとに（20）を用いて資本ストック

を推計する。実質投資額は『大阪府民経済計算』に記載さ

れた「実質府内総資本形成（１９９５暦年基準）」のうち「民間

企業設備」を用いる。除却率は大阪府ベースでは入手不可

能なため、『民間企業資本ストック年報』に記載された純除

却額を前年度資本ストック（取り付けベース）で除して求め

る6）。

一方、産業ごとの稼働率は財務省財務総合政策研究所

（２００２）に記載された方法で求める。まず、産業ごとに資本

係数の逆数（Y/K）の対数値を求める。この値を被説明変
数、タイムトレンド（TIME）を説明変数とする回帰分析
を行い、残差を求める。この残差が資本稼働率の変動による

ものと仮定し稼働率を求める。なお、回帰分析結果は表３の

とおりである。サービス業以外は誤差項に１階の系列相関が

みられるので、パラメータの推定には各変数をＰＷ変換し一

般化最小二乗法を用いている。サービス業のパラメータは単

純最小二乗法で推定している。

労働（L）は府内就業者数に総実労働時間数を乗じて求め
る。府内就業者数は『大阪府民経済計算』に記載され「産業

別府内就業者数」を用いる。総実労働時間数は『毎月勤労統

計調査地方調査年報』に記載された「総実労働時間指数」を

用いる。「金融・保険・不動産業」は「金融・保険業」と

「不動産業」の平均、「運輸・通信・電気・ガス・水道業」は

「運輸・通信業」と「電気・ガス・水道業」の平均とする。

１９７０年から１９７２年はサービス業の調査がないので、この期

間は「サービス業を含まない調査産業計」の系列を使って

「サービス業」の系列を遡及推計する。

以上のデータを使って（18）推定した結果は表４のとおり
である。パラメータの推定には誤差項の１階の系列相関を考

慮して各変数をＰＷ変換し操作変数法を用いている7）。建設

業以外の産業は有意な推定結果を得ている。建設業のパラメ

ータについては、有意な結果が得られなかったので、建設業

の「雇用者所得」を「名目府内総生産」で除して年度ごとに

労働分配率を求め、その標本平均０.５６０を として計測する。

生産関数の推定結果をもとに求めたＴＦＰの平均変化率は表

５のとおりである8）。

表３　稼働率推計のための回帰分析結果

（注）＊＊：１％有意、＊：５％有意、括弧内は t値、 は１階の系列相関、DWはダービン・ワトソン比、SEは方程式の標準
誤差である。

K t＝（1－δt）K t－1＋I t
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製造業では１９７０年代前半がＴＦＰの変化率が最も大きく、

オイルショック後は０の近傍で推移し、１９９０年代以降はマ

イナスが続いている。建設業は１９８０年代後半にもっとも変

化率が大きくなっているが、それ以外の期間は１９７０年代後

半を除いてすべてマイナスである。卸・小売業は、１９７０年

代前半にプラスであったが、オイルショック後にマイナスに

転じ、１９８０年代後半からプラスになった。１９９０年代前半で

はＴＦＰの変化率がもっとも大きいが、２０００年代に入ると再

びマイナスになった。金融・保険・不動産業は１９９０年代以

外を除きプラスで推移しているが、１９８０年代後半以外はほ

とんど０の近傍を推移している。運輸・通信・電気・ガス・

水道業は１９９０年代後半まで１９８０年代前半を除いてプラスで

推移してきたが、１９９０年代後半以降、マイナスに転じてい

る。サービス業は、運輸・通信・電気・ガス・水道業と同じ

ような推移をしている。

表２－２では労働生産性の変化率は１９７０年代と１９８０年代

後半から１９９０年代前半にかけて高く、２０００年代に入って低

下してきたことを明らかにした。しかし、生産要素間の代替

を考慮したＴＦＰの変化率で生産性の動きをみた場合、必ず

しもそうではない。ＴＦＰの変化率は労働生産性の変化率に

比べて低く、１９９０年代後半以降は卸・小売業と金融・保

険・不動産業を除くすべての産業においてＴＦＰの変化率は

マイナスとなり、生産性の低下が進んでいることがわかる。

５．経済成長の要因

われわれは（9）ないし（16）において、ＴＦＰの変化率は
生産物の変化率から生産要素の変化率を除くことによって得

られることを明らかにした。逆に考えると、（14）をみれば
わかるように、生産物の変化率は生産要素の変化率とＴＦＰ

の変化率から構成される。つまり、資本ストックと労働から

なる生産構造を想定すれば、各産業の成長は資本ストックの

成長が貢献する部分、労働の成長が貢献する部分、そしてＴ

ＦＰの成長が貢献する部分の３つに分割することができる。

これを示したのが表６である。

製造業では、１９７０年代前半はＴＦＰが成長に大きく貢献し

ていたが、それから１９９０年代まではＴＦＰより資本ストック

の貢献の方が大きい。１９９０年代以降になると、労働の成長

の低下が製造業の成長の低下につながっていることがわか

る。建設業では、１９８０年代後半の成長はＴＦＰの貢献と資本

ストックの貢献によるものである。１９７０年代前半、１９８０年

代前半、１９９０年代の低成長の要因はＴＦＰの低下によるもの

であり、２０００年代に入ってからの低成長の要因は製造業と

同じく労働の成長の低下である。卸・小売業でも、１９９０年

代後半の成長はＴＦＰの貢献と資本ストックの貢献によるも

のである。しかし、他の期間はＴＦＰよりも資本ストックの

貢献がおおむね大きい。２０００年代に入ると、労働の成長の

低下が成長の低下を招いている。金融・保険・不動産業では、

表４　生産関数の推定結果

（注）＊＊：１％有意、括弧内は t値、 は１階の系列相関、DWはダービン・ワトソン比、SEは方程式の標準誤差である。

表５　ＴＦＰの平均変化率
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ほぼ全期間を通じて資本ストックの成長が大きく貢献してい

る。運輸・通信・電気・ガス・水道業とサービス業について

もＴＦＰに比べて資本ストックの貢献が大きい9）。

６．結論

本研究では、大阪府内６産業について、生産性の推移を知

るためにＴＦＰの変化率を計測した。まず、ＴＦＰを計測す

るために、大阪府内産業の生産構造についてコブ・ダグラス

型生産関数を仮定し、実際の経済データからパラメータを推

定して、産業別にＴＦＰの平均変化率を計測した。

その結果、１９７０年代前半に製造業、卸・小売業、サービ

ス業で２％近く上昇し、建設業や卸・小売業では１９８０年代

後半から１９９０年代前半にかけてＴＦＰが３、４％上昇したが、

それ以外では、変化率は低く、生産性の低下が起こっている

ことが明らかになった。

また、各産業の成長の要因を資本ストックの成長、労働の

成長、そしてＴＦＰの成長に分解してみると、おおむねＴＦ

Ｐの成長より資本ストックの成長が経済成長に貢献している

ことが明らかになった。２０００年代に入ると、製造業、建設

業、そして卸・小売業で労働の成長の低下が大きいことが明

らかになった。

表６　経済成長の要因分解

（注）ＴＦＰはＴＦＰの貢献、Ｋは資本ストックの貢献、Ｌは労働の貢献である。

―――――――――――――――――――――――――――
〔注〕
1）本来ならば、大阪府内産業について、資本ストックと労働

の相対価格を求めるべきである。しかし、資本価格を求め

ることが極めて困難であるため、中島（２００１）の引用を用

いる。
2）以下、ＴＦＰの定義については中島（２００１）、第２章にし

たがって説明する。なお、生産物が複数の場合もＴＦＰが

定義できるが、簡単化のために生産物は１種類としておく。

ＴＦＰについて、中島（２００１）以外に、黒田（１９８４）、

Morisson（１９９９）などを参照。
3）技術進歩の類型については、荒（１９６９）参照。
4）生産関数が１次同次であることから、オイラーの定理より

以下の式が成立する。

両辺にPYかけると、

となる。（2）より、右辺はC に等しいから、

が成立する。
5）『大阪府民経済計算』から引用している経済変数はすべて

９３ＳＮＡベースである。ただし、１９９０年度以前は６８ＳＮ

Ａベースであるので、１９９０年度のデータを使って６８ＳＮＡ

ベースのデータを９３ＳＮＡベースに変換している。
6）日本電信電話公社、日本国有鉄道、日本専売公社など、旧

r w
Y＝――K＋――L
PY PY

PYY＝rK＋wL

rK rK
SK＝――＝―――　C PYY

wL wL
SL＝――＝―――　C PYY



－22－

公社の民営化によるデータの処理は行っていない。
7）操作変数は１期前の lnK－ln L の値である。
8）Hulten and Schwab（１９８４）は生産関数を推定せずに、

成長会計分析でＴＦＰを計測している。最近のＴＦＰの計

測事例として、財務省財務総合政策研究所（２００２）、内閣

府経済社会総合研究所（２００３）がある。
9）脚注５でも述べたように、日本電信電話公社と日本国有鉄

道の民営化の影響を考慮していないので、正確な数値とは

言いがたい。
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